
バス事業における労働力不足

➢全産業と比べ、労働時間が⾧く、年間所得額も低いため、就業を敬遠。
➢第二種大型自動車運転免許保有者が減少。

20年で31％減少
20～30代は全体の4.8％

（出典）警察庁「運転免許統計」より作成 （出典）厚生労働省「職業安定業務統計」より作成

全職業平均比 約2倍

※全国値

（出典）政府統計「2021年 賃金構造基本統計調査」より作成

資料２－２



【乗合バス】運転者不足の影響や採用の課題等（バス事業者への聴き取り）

○運行計画関係（減便や路線廃止の進行、需要回復への対応困難等）
・運転士不足でコロナ禍で行った減便からの運行再開に踏み切れない。臨時便・続行便が出せない。
・長距離高速線の一部減便。一部一般路線における減便対応など（土日祝含む）
・運転士不足を原因とする路線の休廃止及び減便が生じている。
・コロナ感染拡大（第7波）で罹患者・濃厚接触者が増加し、一部で減便を実施。
・乗務員の大量退職（60歳以上）で乗務員不足がさらに加速（定年延長の効果も近年で頭打ち）。

○管理業務関係（高齢化やガバナンス低下）
・高齢化（60歳以上多数）による判断能力の低下、接遇業務の教育が困難（接客・デジタル化設備）
・定年退職者増加に対し若年採用者が増加しなければ将来的に技術継承が出来なくなる恐れがある。
・運行管理者が運転士に絶えず、休日出勤の協力要請（お願い）を行う状況でガバナンスが発揮

しにくい状態。また、運行管理者の乗務により、運行管理側の業務に支障をきたしかねない。

運転者不足の影響

○応募者の母数
・大型2種免許取得者が少なく同業他社や物流業界と人手の奪い合いになっている。
・求人媒体による採用活動を継続的に実施しているが応募が少ない。要員不足のため、選考の基準を

ある程度下げて合格にせざるを得ない。
・会社業績を勘案すると、コロナ前と同じ水準の告知費用を支出することは困難。

○資格取得、教育コスト
・免許証取得費用が高額(免許取得費用約50万円) 
・数人の対象者に対し、１人で教習を行うため、運転者教育に時間と労力がかかる。
・免許を取得しても運転できる技量にない者がいる。

採用の課題等

※近畿運輸局管内調べ



旅客運送事業者の人材確保支援

支援の目的

支援内容

現在、地域の足のニーズを満たすための人材に加えて、外国人旅行者の移動ニーズに対応する人材が必要
とされている状況。
事業者の経営基盤を安定させ、移動手段を提供する体制を整えるために、ドライバーの採用を緊急的に行う
必要がある。

旅客運送事業者等が人材確保のために行う以下の取組について支援
・バス事業者、タクシー事業者等が行う人材確保セミナー、PR資料の作成等の広報業務
・バス事業者、タクシー事業者等が行う二種免許取得費用の負担

＜補助対象経費＞
・人材確保セミナーの開催経費
・ＰＲ資料の作成等の広報業務に関する経費
・二種免許取得に関する経費 等

＜補助対象事業者＞
バス事業者、タクシー事業者 等

【参考】
二種免許取得にかかる教習費用（一人あたり）
・バス 約５０万円（大型二種）
・タクシー 約３０万円（普通二種）
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